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６月１日公表通達等もフォロー

収益認識の税務ガイド
特集

Ⅲ
経
過
措
置
に
留
意
す
る

返
品
調
整
引
当
金・長
期
割
賦

販
売
廃
止
の
ポ
イ
ン
ト

・2018年4月1日において返品調整引当金制度の対象事業を
営む法人について、2021年3月31日までに開始する各事
業年度については現行どおり
・2021年4月1日から2030年3月31日までの間に開始する
各事業年度については現行法による損金算入限度額に対し
て１年ごとに10分の１ずつ縮小した額の引当を認める

・2018年4月1日前に長期割賦販売等に該当する資産の販売
等を行った法人は2023年3月31日までに開始する各事業
年度については現行どおり
・2018年4月1日以後に終了する事業年度において延払基準
の適用をやめた場合の繰延割賦利益額を10年均等で収益
計上

（図表9）　 返品調整引当金制度および長期割賦販売等につい
ての延払基準の選択制度の経過措置
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⑷
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